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１ 提案書の様式及び記載上の留意点 

（１）体裁 

   提案書は、Ａ４縦長横書き両面長辺綴じとし、ページ番号（通番）を必ず記載する

こと（図面等については任意）。 

（２）提案書種別 

   提案者等の表記を記載した提案書データ（以下「提案書正本」という。）と、提案書

正本のうち、提案者が特定できるような表示及び記載を削除した提案書データ（以下

「提案書副本」という。）を作成すること。 

（３）提案書本文で使用するフォント等 

   提案書本文は、１０．５ポイント以上のフォントで記載すること。 

（４）ページ数 

   提案書本文の用紙枚数は、概ね４０枚、８０ページまでに収めること。Ａ３サイズ

の図面等１枚は、Ａ４用紙２枚と換算すること。なお、提案書のページ数が少なくて

も提案内容が伝わるものであれば問題ない。 

（５）ページ数の考え方 

   表紙、目次、見積書、内訳書については、提案書の枚数（前号で指定したページ数）

に含まないものとする。 

（６）表紙への記載事項 

   表紙には、あて名「世田谷区」、提案書タイトル、提出年月、社名（正本のみ）を記

載すること。 

   ※会社名その他提出者が特定できる情報は、提案書正本にのみ記載し、提案書副本

には一切記載しないこと。 

（７）提案書本文への記載事項 

   本文の記載様式は、特に指定しないものとする。ただし、必ず、「２ 提案書記載事

項」の項目順に記載すること。 

（８）提案書本文の記載にあたっての注意点 

   日本語を用いて、提案内容が理解しやすいように、簡潔かつ分かりやすい表現で記

述すること。 

   具体的な内容を盛り込み、取組内容のイメージが伝わるように記述すること。 

（９）見積書の記載に当たっての注意点 

   見積書の金額は、日本円で記入すること。  
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（10）見積書の提出 

   見積書は、原本データを「（15）提出先」に記載のメールアドレスあて送付すること。 

   なお、本件提案に係る上限金額について、以下のとおりとする。 

   【提案上限金額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）】 

   ①構築に係る費用 

    ２０，５８７千円（構築作業、ライセンス取得費用、録音機器費用等一式） 

   ②運用保守に係る費用 

    ７，５６０千円（１，８９０千円（年額上限）×４か年） 

   各年度の上限額は以下のとおりとする。 

    

   ※上記で示す①②の見積書をそれぞれ添付し、各経費の内訳が分かるよう詳細な見

積書を作成すること。また、金額の算出にあたっては、契約履行期間の総額を記

載するとともに、システム導入、運用保守等の経費を分けて記載すること。 

    なお、②については、各年度別の費用を分けて記載すること（年度別に見積書を

分けて作成することは差し支えない）。 

   ※令和７年度については、①②それぞれの上限額を超えないこと。 

   ※令和８年度以降については、各年度について、②の年額上限額を超えないこと。 

   ※令和７年度は世田谷区公契約条例の定める労働報酬下限額の対象となる。労働報

酬下限額の詳細は別紙１「世田谷区公契約条例チラシ」を確認し、見積額を算出

すること。 

 

（11）機能要件調査票の提出 

   公告時に区から示している様式４「機能要件調査票」について、提案書正本及び提

案書副本とは別ファイルにて「（15）提出先」に記載のメールアドレスあて送付するこ

と。 

（12）カタログ、パンフレット等の取扱い 

   製品カタログ、パンフレット等があれば、提案書正本に添付すること。ただし、提

案書の用紙枚数には含まれないものとする。 

（13）各提出書類送付時の留意点 

   次ページに示す資料の電子データを「（15）提出先」に記載のメールアドレスあて送

付すること。  

年度 上限額 備考

令和７年度 ２２，４７７千円①＋②（年額上限）

令和８年度 １，８９０千円②（年額上限）のみ

令和９年度 １，８９０千円②（年額上限）のみ

令和１０年度 １，８９０千円②（年額上限）のみ

https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/01_koukeiyakujoureitirasi.pdf
https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/06_kinouyoukentyousahyou.docx
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【電子データによる提出資料】 

・提案書正本（提案者等の表記を記載したもの） 

・提案書副本（提案者が特定できるような表示及び記載を削除したもの） 

・見積書原本 

・様式４「機能要件調査票」 

・カタログ、パンフレット（ある場合のみ） 

（14）提案書の提出期限 

   令和７年２月２７日（木）午後５時【厳守】 

（15）提出先 

   世田谷区子ども・若者部児童相談支援課児童相談支援担当 

   〒１５６－００４３ 東京都世田谷区松原６－３－５ 梅丘分庁舎２階 

   担 当：山口（純）、鈴木、山口（皓） 

   電 話：０３－６３０４－７７４５ 

   メール：sea03648@mb.city.setagaya.tokyo.jp  

https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/06_kinouyoukentyousahyou.docx
mailto:sea03648@mb.city.setagaya.tokyo.jp
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２ 提案書の記載事項 

項 目 記述内容 

１ 基本的な考え方 

１－１ 取組方針 ・以下に掲げる区の重点事項を踏まえて、本事業に取

り組むうえでの方針を分かりやすく記述すること。 

（本事業における区の重点事項） 

・児童相談所の相談業務における職員の負担軽減 

１－２ 実施体制  

   ① 全体構成 ・本事業に係るプロジェクト実施体制の全体像とその

考え方を記述すること。 

・プロジェクト実施体制の構成と役割を記述すること。 

・地方公共団体への導入に携わったことがあるメンバ

ーがいる場合には、当該プロジェクトでの役割、経験

年数について記述すること。 

・担当者名等の記述は不可とする。 

   ② 関係法人 ・本事業に係る主な法人について、役割を記述するこ

と。業務の一部を再委託することを予定している場

合は、再委託先、主な再委託内容を記述すること。 

・なお、再委託する場合は、事前に書面により区の承諾

を得る必要がある。 

１－３ 留意事項 ・本事業を実施するにあたり、留意事項があれば記述

すること。ない場合は、「特になし」と記述すること。 
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項 目 記述内容 

２ システムの概要 

２－１ システム概要 ・提案するシステムについて、概要や特徴を記述する

こと。 

・他社システムと比較した場合の優位性があれば、そ

の内容を分かりやすく記述すること。 

２－２ 機能等の概要 ・各機能内容が分かるように一覧にまとめ、概要説明

を記述すること。 

・相談業務において有効に活用できる機能があれば、

その旨を記述すること。 

２－３ 想定全体構成 ・提案するシステムの全体構成（機器やネットワーク

の構成等）について、図等を用いて記述すること。 

・相談業務において、有効活用できる機能があれば、そ

の旨を記載すること。 

２－３ 構築環境 ・区では、区閉域 Azure にてシステム構築することを

本システム構築にあたっての要件としているので、

構築可能である旨記述すること。 

・併せて必要なサーバの推奨稼働環境についても記載

すること。 

２－５ 導入実績 ・提案するシステムについて、国や地方公共団体等に

おける導入実績を記述すること。その際は、導入自治

体の規模や利用している業務内容、利用人数につい

ても併せて記述すること。導入実績がない場合は、

「特になし」と記述すること。 
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項 目 記述内容 

３ システムの構築 

３－１ プロジェクト管理 ・プロジェクト管理について、どのように取り組むの

か、詳細に記述すること。 

・進捗管理、課題管理について、詳細に記述すること。 

３－２ スケジュール ・導入に向けての主な作業項目について、全体スケジ

ュールを記載すること（令和７年４月から９月末ま

で）。 

・区で実施する必要がある作業がある場合は、作業内

容の詳細及び期間を記述すること。 

 ※区では、業務用端末に直接ソフトウェアをインストールす

るのではなく、パソコンとは別の専用端末（区において別

途調達）を介してブラウザ上にて文字起こし結果やシステ

ム画面を閲覧する形式を予定している。 

・システムの利用開始（令和７年１０月１日）までに検

証的に利用が可能となる場合は、その旨も併せて記

述すること。 

３－３ 付属機器の発注 ・選定した機器について、特徴や選定した理由を記述

すること。 

４ 機能要件 

４－１ 文字起こし機能 ・リアルタイム文字起こし同時利用数、文字起こし時

間の対応状況について、対応内容を詳細に記述する

こと。 

・機能要件調査票において、区が保有する議事録作成

支援システムで蓄積した変換エンジンの可否につい

て確認しているが、対応可能な場合は、その内容を詳

細に記述すること。対応できない場合は「対応不可」

と記述すること。 

４－２ 相談業務機能 ・標準的なキーワードやガイダンスを提供できる等、

職員の作業負担を軽減する対応がある場合、当該機

能概要を記述すること。 

・口語特有の表現の削除等要約機能がある場合は、そ

の旨記述すること。 

・その他相談業務機能に関して付加機能がある場合、

当該機能概要を記述すること。 
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項 目 記述内容 

４－３ セキュリティ ・「電話対応支援システム導入及び運用保守業務委託事

業に係る要求仕様書」で示すセキュリティ機能につ

いて、対応内容を詳細に記述すること。 

・「電話対応支援システム導入及び運用保守業務委託事

業に係る要求仕様書」で示す利用条件（利用所属数、

アカウント数、導入電話機台数）の対応状況につい

て、詳細に記述すること。 

・ログ管理については、取得できる利用ログの内容、操

作ログの内容を詳細に記述すること。 

・その他セキュリティ機能に関して付加機能がある場

合、当該機能概要を記述すること。 

４－４ 電算処理の業務委

託契約の特記事項 

・別紙２「電算処理の業務委託契約の特記事項」で示す

各種事項について、対応内容を詳細に記述すること。 

・対応できない事項がある場合は、代替手段や対応可

能範囲について詳細に記述すること。 

５ 運用保守 

５－１ 実施内容 ・運用保守の実施内容について、詳細に記述すること。 

５－２ 体制 ・提案するシステムの問題に対して、責任をもって解

決できる運用・保守サービス体制であることについ

て、詳細に記述すること。 

５－３ 会議体の運営 ・「電話対応支援システム導入及び運用保守業務委託事

業に係る要求仕様書」で示す会議体の運営（内容、体

制、方法等）について、詳細に記述すること。 

５－４ データ消去 ・契約期間満了後のデータ消去の方法について、記述

すること。 

５－５ 追加提案 ・運用・保守内容について、「電話対応支援システム導

入及び運用保守業務委託事業に係る要求仕様書」に

ない項目で児童相談所における相談業務に有用であ

ると考えるものがある場合、記述すること。 

６ 操作研修 

６－１ 操作研修 ・職員向けの研修の内容、方法、所要時間等を記述する

こと。 

７ 利用拡充 

７－１ 利用拡充 ・本稼働以降、人事異動や新規採用によりアカウント

数及び電話機台数が増加した際の対応方法を詳細に

記述すること。 

 

https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/02_tokkijikou.pdf
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項 目 記述内容 

８ その他要件 

８－１ 追加提案 ・提案価格の範囲内で、「電話対応支援システム導入及

び運用保守業務委託事業に係る要求仕様書」に指定

した内容以外で児童相談所における相談業務に有用

な機能等がある場合、当該機能等の概要を記述する

こと。 

・提案書中、上記１～７の項目と併せて記述している

場合は、改めて項目を箇条書きした上で、提案書中ど

こに記載しているか記述すること。 

・提案ごとに目安となる金額を記述すること。 

 


